
岡山市における軽度者に対する福祉用具貸与の 

例外給付に係る確認手続きについて 

 
岡山市へ例外給付に係る確認手続きが必要な場合は、下記を参照の上、必要な手続きを行ってくださ

い。確認手続きが必要かどうかは、別紙「軽度者に対する福祉用具貸与に関する判断手順（フロー・チ
ャート）」を参考にしてください。 

 

１ 例外給付とは 

要支援１、要支援２及び要介護１の者（以下「軽度者」という）は、その状態像から見て、一部の福
祉用具の使用が想定しにくいため、介護給付の算定対象外となっているが、様々な疾患等によって厚生
労働省の示した状態像に該当する者についてのみ例外的に福祉用具貸与の給付を認めるものである。 
また、自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）については、要介護 2及び

要介護 3 の者であっても、厚生労働省の示した状態像に該当する方についてのみ例外的に給付が認め
られている。 

 
2 例外給付の取り扱い 

軽度者に対し福祉用具貸与の例外給付を行う際には、介護支援専門員もしくは地域包括支援センタ
ーの担当職員（以下「ケアマネジャー等」とする）が被保険者の状態像及び福祉用具の必要性を慎重に
精査し、適切なケアマネジメントを行う必要がある。 

 

3 例外給付の対象種目 

  ○要支援 1、要支援 2及び要介護 1の者 
  「車いす」「車いす付属品」「特殊寝台」「特殊寝台付属品」「床ずれ防止用具」 

「体位変換器」「認知症老人徘徊感知機器」「移動用リフト（つり具の部分を除く）」 
「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）」 

  ○要介護 2、及び要介護 3の者 
  「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）」 

 

4 軽度者例外給付の対象となる要件 

(1) 直近の認定調査結果により別紙１の状態像が確認できる場合 

→確認届出書の提出は不要 

 

(2) (1)に該当せず、下記【表１ 福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】のⅰ～ⅲに該

当することを岡山市が書面等で確認することにより、貸与可能と判断できる場合。 

     →確認届出書の提出が必要 

 

【表１ 福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】 

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に   

≪（別紙 1）平成 27年厚生労働省告示第 94号第 31号のイ≫に該当する者 

（例：パーキンソン病の治療薬による ON・OFF現象） 

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに≪（別紙 1）平成 27 年厚生

労働省告示第 94号第 31号のイ≫に該当することが確実に見込まれる者 

（例：がん末期の急速な状態悪化） 

ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から 

≪（別紙 1）平成 27年厚生労働省告示第 94号第 31号のイ≫に該当すると判断できる者 

（例：ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避） 

 
 
 



５ 手続きが必要な時期 
 （1） 軽度者の被保険者が、初めて福祉用具貸与の例外給付を利用するとき（例外給付に係る貸

与品目の追加をする時を含む） 
     ※「初めて」には、要介護 2以上の者が、要介護更新認定申請・変更認定申請の結果、軽度者

になり、福祉用具貸与の例外給付を利用する場合、また自動排泄処理装置（尿のみを自動的に
吸引する機能のものを除く）の対象者は要介護 2・3を含む。 

 
 （2） 福祉用具の例外給付利用者が要介護更新認定申請・変更認定申請の結果、軽度者の認定で

あり、継続して例外給付を受けるとき 
     （認定日から概ね１か月以内に提出すること） 
 
 （3） 「岡山県介護給付適正化計画」に基づく介護給付適正化事業の実施に際し、岡山市が確認

（届出等の提出）の必要があると判断したとき 
     ※上記（2）、（3）について、岡山市が「不可」の判断をした場合、受付日の翌月分から福祉

用具貸与の例外給付の対象外（介護保険給付がなされないこと）とします。 
     ※岡山市の確認（届出書の受付）「可」の判断がないまま、福祉用具の例外給付の利用・給付

が行われていたことが判明した場合には、不適切な給付として、返還を求めることがありま
す。 

 

6 確認申請手続きの実施方法 

（1） 利用者の状態の確認及びアセスメントの実施 
ケアマネジャー等は、主治医意見書等を参考にし、被保険者の状態が次の【表１ 福祉用具

貸与の例外給付の対象とすべき状態像（ⅰ、ⅱ、ⅲ）】に該当する可能性があるかどうかを確認
する。 
 

（2） 医学的所見の確認 

ケアマネジャー等は、アセスメントにより福祉用具の貸与が適当と判断した場合、主治医
意見書、医師の診断書又は医師からの所見を聴取する方法により、医師の医学的な所見に基
づき、「表１」に示した状態像（ⅰ、ⅱ、ⅲ）のいずれかの状態に該当するかを医師に照会す
る。 
 

（3） サービス担当者会議等の開催、居宅サービス計画書、介護予防サービス・支援計画書等、適

切なケアマネジメントの実施 
（2）において、医師が「表１」に示した状態像（ⅰ、ⅱ、ⅲ）に該当するとの所見が示さ

れた場合、ケアマネジャー等は、サービス担当者会議等を開催し、適切なケアマネジメント
により当該被保険者に対して、福祉用具貸与が特に必要であると判断した場合、サービス担
当者会議の記録とケアプラン（介護予防ケアプラン）に当該医師の所見及び、医療機関名、
医師名を記載し、(指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について第２の３
（８）㉔ウ（※）による)確認届出書を作成する。 
 

    （※）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について第２の３（８）㉔ウ 
     介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支
援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成十二
年老企第三十六号）の第二の 9（4）①ウの判断方法による場合については、福祉用具の必要
性を判断するため、利用者の状態像が、同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨につい
て、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方法によ
り、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記載しなければならない。この場
合において、介護支援専門員は指定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所見
及び医師の名前について確認があったときには、利用者の同意を得て、適切にその内容につ
いて情報提供しなければならない。 
 

 
 
 
 
 
 



（4） 確認届出書の提出 

サービス担当者会議等の結果、貸与が特に必要と判断した場合、別紙「軽度者に対する福
祉用具貸与の例外給付の確認届出書」を提出する。 

≪提出書類≫ 

  ・軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付に係る確認届出書 
        （医学的所見において①主治医意見書、②診断書を選択する場合は、福祉用具に関す

る内容を転記。） 
  ・要介護の場合：居宅サービス計画書（1）（2）の各写し 

サービス担当者会議の要点の写し 
        要支援の場合：介護予防サービス・支援計画書の写し 
               サービス担当者会議の要点の写し 

    

≪受付窓口≫ 

     ・岡山市介護保険課管理係 
      確認届出書の受付は、原則、介護保険課管理係です。各福祉事務所介護サービス係でも

受理しますが、受付日は各福祉事務所から介護保険課管理係に届いた日となります。 
      また、郵送の場合は、岡山市介護保険課管理係に届いた日が受付日となります。 
 
      〒７００－８５４６ 岡山市北区鹿田町一丁目１番 1号 

 岡山市保健福祉局 介護保険課 管理係 
       電話（０８６）８０３－１２４０ 
 

（5） 貸与可否の判断 

     岡山市介護保険課において、確認届出書と添付書類の内容から被保険者の状態などを次の
判断基準に照らし合わせて確認し、貸与の可否を記載した確認届出書を事業所へ郵送する。 

 
  【確認の判断基準】 

 
貸与 
「可」 
の判断 

①届出書の全ての項目に、必要事項が適切に記入・チェックされていること。 
②主治医が「福祉用具貸与の対象とすべき状態像」に該当すると判断した所見
を記載した居宅サービス計画書（介護予防サービス・支援計画書）及び福祉
用具貸与の例外給付についての検討内容を記載したサービス担当者会議の
記録等が添付されていること。 

※①及び②のいずれも満たしている場合は、貸与「可」の判断とする。 

貸与 
「不可」 
の判断 

※上記①及び②のうち、ひとつ（一部）でも満たしていない場合、貸与「不可」
の判断とする。 

 

７ 福祉用具貸与の実施  

（1）ケアマネジャー等はケアプラン（介護予防ケアプラン）を確定し、利用者に説明した上で同意を
得て当該ケアプランを交付する。 

（2）ケアマネジャー等は（介護予防）福祉用具貸与事業所にケアプラン（介護予防ケアプラン）を交
付するとともに、岡山市から入手した調査票を基に作成した福祉用具貸与に係る要介護認定基本調
査項目確認書（当該軽度者から同意を得ている場合に限る）、岡山市から通知された保険給付開始
日、福祉用具の種類等、貸与に必要な情報等を提供する。 

（3）福祉用具貸与事業所等は利用者の状態像に適した福祉用具を保険対象として貸与する。 
（4）福祉用具貸与実施後は、ケアマネジャー等がモニタリング・介護予防ケアプランの評価等によっ 

て、その必要性を見直し、その結果を記録する。 
・ケアマネジメントの結果、不要となれば「貸与中止」とする。 
・「種目追加」が必要となれば、再度「確認届出書」を提出する。 

 
※事後に行われた岡山市の運営指導及び監査等によって、適切に給付が行われていないことが判
明した場合は保険給付の返還対象となる。 

 

あくまで軽度者への貸与は原則保険給付対象外であることを踏まえ、適切なケアマネジメントの

もとに運用を行うこと。 



別紙１（平成２７年厚生労働省告示第９４号第３１号のイ） 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ 厚生労働大臣が定める者のイに該当する

基本調査の結果 

ア 車いす及び車いす

付属品 

次のいずれかに該当する者 

（1）日常的に歩行が困難な者 

 

（2）日常生活範囲における移動の支

援が特に必要と認められる者 

 

基本調査１－７「３．できない」 

 

基本調査に該当項目なし 

（主治医の意見を踏まえつつサービス担当

者会議等を開催するなどの適切なケアマネ

ジメントを通じて、指定居宅介護（介護予

防）事業所が判断する） 

イ 特殊寝台及び特殊

寝台付属品 

次のいずれかに該当する者 

（1）日常的に起きあがりが困難な者 

 

（2）日常的に寝返りが困難な者 

 

基本調査１－４「３．できない」  

 

 

基本調査１－３「３．できない」 

ウ 床ずれ防止用具及

び体位変換器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３「３．できない」 

エ 認知症老人徘徊感

知機器 

次のいずれにも該当する者 

（1）意思の伝達、介護者への反応、

記憶・理解のいずれかに支障があ

る者 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）移動において全介助を必要とし

ない者  

 

基本調査３－１「１．調査対象者が意思を

他者に伝達できる」以外 

又は 

基本調査３－２～基本調査３－７のいず

れか「２．できない」 又は 

基本調査３－８～基本調査４－１５のい

ずれか「１．ない」以外 

その他、主治医意見書において、認知症の

症状がある旨が記載されている場合も含

む。 

 

基本調査２－２「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト（つ

り具の部分を除

く。） 

  （昇降座椅子を含

む。） 

次のいずれかに該当する者 

（1）日常的に立ち上がりが困難な者 

 

（2）移乗が一部介助又は全介助を必

要とする者 

 

（3）生活環境において段差の解消が

必要と認められる者 

 

基本調査１－８「３．できない」 

 

基本調査２－１「３．一部介助」又は「４．

全介助」 

 

基本調査該当項目なし 

（主治医の意見を踏まえつつサービス担当

者会議等を開催するなどの適切なケアマネ

ジメントを通じて、指定居宅介護（介護予

防）事業者が判断する） 

カ 自動排泄処理装置 

 

次のいずれにも該当する者 

（1）排便が全介助を必要とする者 

 

（2）移乗が全介助を必要とする者 

 

 

基本調査２－６「４．全介助」 

 

基本調査２－１「４．全介助」 



軽度者に対する福祉用具貸与に関する判断手順（フロー・チャート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「車いす及び車いす付属品」については「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認

められる者」、「移動用リフト（つり具の部分を除く）」については「生活環境において段差

の解消が認められる者」であることが、主治医から得た情報及びサービス担当者会議等を

通じた適切なケアマネジメントにより貸与必要と判断する。 

  ⇒岡山市への確認届出は不要 

 

 

Ｎ Ｏ 

「厚生労働大臣が定める者のイ」に 

対応する基本調査の結果に該当する。 

給付 

可 

給付 

可 

種目が、「車いす及び車いす付属品」 

または「移動用リフト」である。 

※岡山市への確認 

手続きは不要 

○「車いす及び車いす付属品」の場合 

「日常生活範囲における移動の支援 

が特に必要と認められる者」である。 

○「移動用リフト」の場合 

「生活環境において段差の解消が必 

要と認められる者」である。 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

Ｎ Ｏ 

ＹＥＳ 

Ｎ Ｏ 

Ｎ Ｏ 

給付 

可 

※主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか 

 軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加する 

 サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントに 

 より指定居宅介護（介護予防）支援事業者が判断する。 

※次の①と②のいずれの要件を満たし、これらについて 

岡山市に確認を受けた場合に給付対象となる。 

① 別紙のⅰからⅲまでのいずれかに該当する旨が医師の 

医学的な所見に基づき判断され、 

② かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケア 

マネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が 

判断されている。 

 

ⅰ、ⅱ、ⅲのいずれかに該当する。 

岡山市への 

確認手続き 

 

給付不可 

 

※岡山市への確認

手続きは不要 

 

昇降座椅子についての判断は、平成

23年 7月 1日付岡介 338号通知参照 



軽度者に対する福祉用具貸与例外給付に関するＱ＆Ａ 

 

届出時期 

Ｑ１、要介護１以下の者（軽度者）が初めて福祉用具貸与の例外給付を利用する場合、算定はい

つからになるか。 

Ａ１、確認届出書の受付日より算定を認める。 

 

Ｑ２、認定申請（新規申請）と同時に例外給付の確認届出をすることは可能か。 

Ａ２、医学的所見による状態像の判断と、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメン

トによって早急に福祉用具貸与が特に必要であると判断を行った上での暫定ケアプラン

による届出のみ可とする。なお、貸与にあたっては認定決定前（要介護度が未確定）であ

る為、利用者に対し自己負担の可能性を説明したうえで行うこと。 

 

Ｑ３、新規・更新・変更認定申請中で結果が要介護２以上の暫定ケアプランを作成し、福祉用具

貸与を開始する場合、例外給付の届出は必要か。 

Ａ３、例外給付は軽度者に対して届け出るものであるため、要介護２以上の暫定ケアプランであ

れば、提出の必要はない。 

 

Ｑ４、新規、更新、変更認定申請中で結果が要介護１以下の暫定ケアプランを作成し、福祉用具

貸与を開始する場合の届出はどのようになるか。 

Ａ４、確認届書の要介護を申請中とし、認定申請日を記載したうえ、確認届出書を提出すること。 

 

受付日 

Ｑ５、平成２７年度までは書類を提出した日（提出日）から算定可能であったが、今後の扱いは

どのようになるのか。 

Ａ５、提出書類の内容確認が必要であるため、岡山市介護保険課にて提出書類の内容を確認し、

受付可能と判断した日を受付日とし、受付日から算定可能とする。 

したがって、各福祉事務所へ提出した場合や郵送の場合は、介護保険課管理係に届いた日

が受付日となる。（提出書類に不備がある場合、受付不可） 

 

遡及期間 

Ｑ６、確認届出書の提出を忘れた場合、遡及はあるのか。 

Ａ６、原則、不可とする。 

 

 

 

 



Ｑ７、暫定ケアプランを要介護２以上で作成し、福祉用具貸与を開始したが、結果が要介護 1以

下だった場合、遡及はあるのか。 

 

Ａ７、要介護認定結果が軽度者に該当することを、岡山市介護保険課管理係に認定情報を知り得

た当日を含む翌日の開庁時間内（８時３０分～１７時１５分）に電話連絡の上、原則１週

間以内に下記に示す書類を提出することで、貸与開始日まで遡り、貸与可能とする。 

 

  ≪提出書類≫ 

① 軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付に係る確認届出書 

② 本プラン：【要介護の場合】居宅サービス計画書（1）（2）の各写し 

サービス担当者会議の要点の写し 
                 【要支援の場合】介護予防サービス・支援計画書の写し 
                          サービス担当者会議の要点の写し 

③ 暫定ケアプラン：居宅サービス計画書（1）・（2）・（3）の原本 

サービス担当者会議の要点の原本 

      ≪提出先≫ 

      岡山市介護保険課管理係へ持参 

    

   再届出 

   Ｑ８、認定有効期間中であるが、状態悪化等により、現在貸与している物を変更したい場合 

       は再度確認届出書の提出は必要か。 

    Ａ８、同一種目の場合は届出の必要なし 

       ※岡山市への届出が不要なだけであり、サービス担当者会議を開催し適切なケアマネジ

メントを行っていることが前提。 

       異なる種目の場合は届出の必要あり。（例：体位変換器⇒床ずれ防止用具） 

 

    Ｑ９、認定有効期間中に、貸与種目及び貸与品目が増えた場合は再度確認届出書の提出は必要か。 

    Ａ９、種目が増えた場合は、届出が必要。（例：ベッド（特殊寝台）のみレンタルしていたが、 

今後はサイドレール（特殊寝台付属品）もレンタルしたい。） 

品目が増えた場合（同一種目の場合）は、届出は不要。（例：今までベッド（特殊寝台） 

とサイドレール（特殊寝台付属品）をレンタルしていたが、サイドテーブル（特殊寝台付 

属品）を追加でレンタルしたい。） 

 ※岡山市への届出が不要なだけであり、サービス担当者会議を開催し適切なケアマネジ

メントを行っていることが前提。 

 

    Ｑ１０、確認済みの届出書は事業所宛に送付されるが、事業所が変更となった場合、再度、確  

認届出書の提出は必要あるのか。 

    Ａ１０、事業所を変更する旨を岡山市へ電話連絡の上、事業所間の連携（確認届出書（写し）を

変更後事業所に渡す）があれば、再提出不要。 

  



 

    Ｑ１１、市外から岡山市に転入してきた被保険者が、転入前の市町村で例外給付の確認を受け

ていた場合、再度、岡山市に確認届書の提出が必要か。 

    Ａ１１、保険者が確認する必要があるので、岡山市に対して届出が必要。 

  

 その他 

  Ｑ１２、例外給付を受けている被保険者が福祉用具貸与の例外給付が中止となった場合、どのよ

うにすればいいか。 

  Ａ１２、岡山市へ、福祉用具貸与の例外給付中止の旨を電話連絡すること。 

 

 

＜＜問合せ先＞＞ 

〒７００－８５４６ 

岡山市北区鹿田町一丁目１番１号 

岡山市保健福祉局介護保険課管理係 

電話（０８６）８０３－１２４０ 


